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の
財
政
と
比
較
し
、
マ
ク
ロ

的
に
見
る
限
り
地
方
財
政
に

余
裕
が
あ
る
の
は
確
か
だ
が
、

厳
し
い
財
政
状
況
に
直
面
す
る
自
治
体

も
増
え
て
き
て
い
る
。
こ
の
一
つ
の
象

徴
が
、
２
０
１
９
年
４
月
に
財
政
危
機

の
宣
言
を
行
っ
た
新
潟
県
だ
ろ
う
。

　

新
潟
県
は
、
県
の
貯
金
に
当
た
る

「
財
源
対
策
的
基
金
」
が
21
年
度
末
に

も
枯
渇
す
る
可
能
性
を
明
ら
か
に
し
、

財
政
再
建
に
取
り
組
み
始
め
て
い
る
。

新
潟
県
の
財
政
が
危
機
的
な
状
況
に
陥

っ
た
主
な
原
因
は
、
借
金
返
済
で
あ
る

公
債
費
の
実
負
担
増
と
、
今
後
も
増
加

が
見
込
ま
れ
る
社
会
保
障
関
係
経
費
や

県
立
病
院
へ
の
繰
出
金
の
負
担
で
あ
る
。

　
地
方
の
負
担
分
で
あ
る
社
会
保
障
関

係
経
費
の
推
移
を
マ
ク
ロ
的
に
確
認
し

て
み
る
と
、
国
立
社
会
保
障
・
人
口
問

題
研
究
所
の
「
社
会
保
障
費
用
統
計

（
平
成
29
年
度
）」
に
よ
れ
ば
、
１
９
７

０
年
度
か
ら
17
年
度
の
社
会
保
障
給
付

費
は
直
線
的
に
増
加
し
続
け
て
お
り
、

90
年
度
に
２
・
69
兆
円
で
あ
っ
た
地
方

負
担
分
は
17
年
度
に
16
・
61
兆
円
に
膨

張
し
て
い
る
。

　
年
金
・
医
療
・
介
護
な
ど
の
社
会
保

障
給
付
費
の
う
ち
、
地
方
財
政
を
最
も

圧
迫
す
る
の
は
医
療
関
係
の
負
担
分
。

特
に
深
刻
な
の
が
公
立
病
院
の
赤
字
拡

大
で
、
そ
の
裏
側
で
進
行
す
る
自
治
体

の
補
塡
で
あ
る
。
総
務
省
「
地
方
公
営

企
業
決
算
状
況
調
査
」
に
よ
る
と
、
13

年
か
ら
17
年
に
お
い
て
、
公
立
病
院
の

繰
入
金
は
年
間
８
０
０
０
億
円
程
度
だ
。

　
こ
の
よ
う
な
状
況
の
中
、
改
革
に
向

け
た
検
討
の
参
考
情
報
と
し
て
、
厚
生

労
働
省
が
19
年
９
月
の
「
地
域
医
療
構

想
に
関
す
る
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
」

で
公
表
し
た
の
が
「
公
立
・
公
的
医
療

機
関
等
の
診
療
実
績
デ
ー
タ
の
分
析
結

果
」
だ
。
こ
の
分
析
結
果
に
よ
る
と
、

公
立
病
院
・
公
的
病
院
の
25
％
超
に
相

当
す
る
全
国
４
２
４
の
病
院
が
、
診
療

実
績
が
少
な
く
、
非
効
率
な
状
況
で
あ

り
、
再
編
統
合
の
検
討
が
必
要
で
あ
る

こ
と
を
示
唆
し
て
い
る
。

　
こ
の
４
２
４
再
編
リ
ス
ト
は
、
厚
生

労
働
省
が
強
引
な
形
で
再
編
統
合
を
促

す
も
の
で
は
な
い
。
重
要
な
こ
と
は
、

地
方
財
政
に
も
限
界
が
あ
る
中
、
必
要

な
医
療
シ
ス
テ
ム
を
堅
持
す
る
た
め
、

こ
の
分
析
結
果
を
参
考
に
、
政
治
や
我

々
が
ど
の
よ
う
な
具
体
的
対
応
を
行
う

か
冷
静
に
検
討
す
る
こ
と
だ
。
こ
の
資

料
も
利
用
し
な
が
ら
、
医
療
施
設
の
最

適
配
置
の
実
現
と
連
携
な
ど
に
つ
い
て

の
議
論
を
深
め
る
こ
と
が
望
ま
れ
る
。
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出所：国立社会保障・人口問題研究所「社会保障費用統計（平成29年度）」

2017年度の社会保障財源のうちの地方負担分
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